
函館市自動車における食品営業取扱要綱 

 

（目的）  

第１条 この要綱は，自動車を使用して，食品衛生法（昭和２２年法律

第２３３号。以下「法」という。）第５５条第１項の規定による営業

の許可および法第５７条第１項の規定による営業の届出に係る営業を

行う場合における許可等の取扱いについて必要な事項を定め，これに

より監視指導の適正を図り，もって飲食に起因する危害の発生を防止

することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の定義は，それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

(1) 自動車 道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第２条第

２項に規定する自動車をいう。 

(2) 自動車営業 自動車を使用して食品の調理・加工および販売を行

う営業をいう。 

(3) 営業車 自動車営業の用に供する自動車をいう。 

(4) 営業基地 営業開始前の準備作業など当該作業の管理的業務を行

う場所をいう。 

 

（適用範囲） 

第３条 この要綱が適用される範囲は，食品衛生法施行令（昭和２８年

政令第２２９号）第３５条第１号に規定する飲食店営業および同条第

９号に規定する食肉処理業ならびに法第５７条第１項に基づく届出に

係る営業とする。なお，自動車営業における菓子の製造および魚介類

の販売は，飲食店営業に含まれるものとする。 

 

（営業車の施設基準） 

第４条 営業車の施設基準は，北海道食品衛生法施行条例（平成１２年

北海道条例第１０号）別表第１および第２に掲げる基準を適用する。 



 

（施設基準の確認） 

第５条 施設基準の確認は，飲食店営業にあっては，「飲食店営業施設

基準調査書」（様式１）により，食肉処理業にあっては，「食肉処理

業施設基準調査書」（様式２）により確認するものとする。 

 

（実地検査） 

第６条 食品衛生監視員は，営業許可申請書を受理したときは，自動車

設備の実地調査を行い，「自動車営業設備の大要」（様式３）を作成

するものとする。 

 

（営業の許可申請および届出） 

第７条 自動車営業の申請書および届出書には，道路運送車両法第５８

条第１項による自動車検査証の写しを添付すること。この場合におい

て，牽引車両と被牽引車両（いわゆるトレーラー型車両）が分離可能

な自動車であって，被牽引車両に営業室を設けて営業を行う場合にあ

っては，使用する牽引車両および被牽引車両の自動車検査証の写しを

添付すること。 

２ 自動車に持ち込む食品の仕込み作業を行う施設が食品衛生法に基づ

く許可施設である場合は，その営業許可証の写しを添付すること。 

３ 自動車に持ち込む食品の仕込み作業を行う施設が公民館，町会館等

であり，食品衛生法に基づく許可の施設基準を満たし，仕込み作業を

行う時間を専用で使用できる場合は，その施設の平面図（配置図）を

添付すること。 

 

（営業の条件等） 

第８条 自動車の型式，営業室の広さ，構造および営業行為の内容等に

より，必要な範囲において次の各号に掲げる事項を営業の条件等とし

て付すものとする。 

(1) 共通事項 



ア 自動車に持ち込む食品の仕込み作業を行う施設は，自動車営業  

とは別に許可を受けた施設，または施設基準を満たす施設で行う

こと。なお，この場合の「施設基準を満たす施設」は，現に人が

居住用に使用している施設は認められない。 

イ 営業施設として使用する自動車は，営業の際，常に移動可能の

状態に保つこと。この場合において，営業施設として被牽引車両

を使用する場合にあっては，牽引車両と連結することが必要であ

る。 

ウ 使用水タンク容量別の提供可能品目は別表のとおりの分類とす

る。 

(2) 飲食店営業（菓子製造業，魚介類販売業を含む。） 

ア 調理加工等は，原則として加熱，成型程度とすること。 

イ 調理を要する取扱品目は，１～２工程程度の簡易な調理工程の

もの１～２品目程度とすること。ただし，使用水が多量（２００

リットル以上）に確保されている等，衛生上支障がない場合は，

この限りではない。 

ウ 生寿司等の生ものは取り扱わないこと。 

エ 飲食店営業において，ソフトクリームフリーザーを使用してソ

フトクリームを提供する場合にあっては，次に掲げる事項を遵守

すること。 

(ｱ) フリーザーは常に清潔に保つとともに，操作部にはダストカ

バーを装着するなど防塵措置を講ずること。 

    (ｲ) 使用するソフトクリームミックスは殺菌済み液状ミックスを

使用すること。 

     (ｳ) フリーザーおよびその部品類の洗浄，殺菌は，適当な方法お

よび頻度で行うこと｡ 

    (ｴ) フリーザーおよびその部品類の洗浄，殺菌は，営業基地にお

いて行うこと。 

(3) 食肉処理業  

ア 処理対象野生獣は，狩猟により捕獲したエゾシカ（囲いワナな



どにより生体で捕獲したものを除く。）とすること。 

イ 処理は，内臓摘出ならびに頭部および四肢端の切断のみとし，

はく皮，分割，細切は行わないこと。ただし，北海道食品衛生法

施行条例別表第１および第２に掲げる施設基準を満たす場合は，

一次処理以外のはく皮，解体を行うことができる。 

ウ 処理後のエゾシカ肉にあっては衛生的に保管するとともに，速

やかに食肉処理業等の許可を有する施設へ搬入すること。 

(4) その他必要に応じ条件等を付すこと。 

 

（営業の許可および届出等） 

第９条 営業の許可および届出の有効範囲は，全道一円とする。  

２ 営業の許可の有効期間は自動車ごと，かつ，業種ごとに一律５年と

する。 

３ 営業の許可証の営業所所在地欄は，「全道一円」と記載するものと

する。  

４ 営業の許可証には，営業の条件として自動車営業である旨を記載す

るものとする。 

５ 営業の許可証には，道路運送車両法の規定による自動車登録番号お

よび営業基地所在地を記載するものとする。 

６ 営業の条件を許可の条件に付した場合は，必要に応じその条件を許

可証に記載するものとする。  

 

（自動車体への表示） 

第10条 営業の許可を受けた自動車，または営業の届出を行った自動車

には，側面等の見やすい場所に次の表示を掲げるものとする。 

(1) 許可施設の場合 

食 品 衛 生 法 に よ る 

許    可    済   車 

市立函館保健所 

※１ 文字の色は，地色の反対色等見やすい色とすること。 



     ※２ 大きさは，たて30㎝以上，よこ40㎝以上とすること。 

(2) 届出施設の場合 

食 品 衛 生 法 に よ る 

届 出 済 車 

市立函館保健所 

※１ 文字の色は，地色の反対色等見やすい色とすること。 

     ※２ 大きさは，たて30㎝以上，よこ40㎝以上とすること。 

 

（許可の有効期間の満了日） 

第11条 自動車営業の許可の有効期間満了日は，許可年月日から５年を

経過した後の最初の更新申請受付月（５月，８月，１１月，２月）の

末日までとする。 

 

（更新申請） 

第12条 許可の有効期間満了後も引き続き営業しようとする者は，許可

の有効期間の満了日の１か月前から更新申請を行うことができる。 

 

（管轄および監視指導等に係る取扱い） 

第13条 営業基地が道内にある場合は，営業基地所在地を管轄する保健

所が許可を行う。ただし，営業基地が他自治体へ移転した場合は，事

業者に変更届を提出させ，移転先自治体へ変更届および施設台帳の写

し等を送付する。また，次回の営業許可の更新は移転先の自治体で行

うこととする。 

２ 営業基地が道外にある場合は，主たる営業場所（予定を含む）を管

轄する保健所が許可を行う。ただし，主たる営業場所が他の自治体へ

移動した場合は，前項と同様の取扱いとする。 

３ その他，営業者の利便性等の理由があれば，前２項の自治体以外で

も申請することができることとする。 

４ 他自治体が許可した営業車についての苦情等があった場合は，営業

場所を管轄する自治体が監視指導を行い，その受理・監視内容を許可



自治体へ報告する。 

５ 他自治体が許可した営業車について監視の結果，行政処分を行う必 

要があると認めた場合は，許可した保健所にその旨を通報することと

し，処分に係る判断および事務は当該許可した保健所が行うこととす

る。 

 

附 則 

 この要綱は，平成１９年１月９日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，令和３年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に食品衛生法等の一部を改正する法律（平成

３０年法律第４６号）第２条の規定による改正前の食品衛生法（以下

「旧法」という。）第５２条第１項の許可を受けて営業を行っている

者は，当該許可に係る有効期間の満了の日までの間は，なお従前の例

により当該営業を行うことができる。 



（様式１）

1

2

3

4

5

6

備  考

調　査　項　目　：　適合するものについては○，不適合なものについては×を記入すること。

※　不　適　合　事　項　に　対　す　る　措　置

飲 食 店 施 設 基 準 調 査 書

不　適　合　事　項 確認年月日指示年月日左 に 対 す る 措 置 等

　※１　衛生上支障がないと認められる場合は可とする。

給水および廃棄物処理

構造

床，壁，天井，採光および換気

防虫・防鼠設備（例外あり※１）

洗浄設備等

食品の取扱設備

［北海道食品衛生法施行条例　第３条関係：別表第１および別表第２]

許可または不許可に
ついての意見



（様式２）

1

2

3

4

5

6

7

8

備  考

許可または不許可に
ついての意見

不　適　合　事　項 確認年月日指示年月日左 に 対 す る 措 置 等

　※１　衛生上支障がないと認められる場合は可とする。

給水および廃棄物処理

熱湯または蒸気供給設備

調　査　項　目　：　適合するものについては○，不適合なものについては×を記入すること。

※　不　適　合　事　項　に　対　す　る　措　置

食 肉 処 理 業 施 設 基 準 調 査 書

温水の流水受槽式手洗い設備

構造

床，壁，天井，採光および換気

防虫・防鼠設備（例外あり※１）

洗浄設備等

食品の取扱設備

［北海道食品衛生法施行条例　第３条関係：別表第１および別表第２]



（様式３）

設　　備

営 業 方 法

区 画

面 積 ㎡　（　　　　　　　ｍ×　　　　　　ｍ）

床

天 井

換 気 自然　・　強制

給 水 設 備 清水タンク 金属・合成樹脂・その他（　　　　）　容量　　　㍑

排 水 設 備 排水タンク　　　 容量　　　　㍑

手 洗 い 設 備 専用（　　　　台）　・　兼用

洗 浄 設 備 流し（　　　　槽）

原材料保管設備

戸 棚 金属製　・　木製

冷凍冷蔵設備

汚 物 入 れ 金属製　・　合成樹脂製　・　その他（　　　　　　　　　）

熱湯・蒸気供給
設 備

（　有　・　無　）

温水流水受槽式
手洗い設備

（　有　・　無　）

戸（ガラス・木・金属・合成樹脂・その他（　　　　　　））

冷凍設備（　有　・　無　） 冷蔵設備（　有　・　無　）

金属張　・　冷蔵庫　・　冷凍庫　・　ストッカー　・　その他（　　　　　　）

自 動 車 営 業 設 備 の 大 要

内　　　　　容

車内　・　車外

運転席との遮断（　有　・　無　）

金属 ・ 合成樹脂 ・ 木 ・ ビニール ・ その他（   　　　　　）

金属・合成樹脂・木・ビニール・その他（　　　　）　　 最低高さ　　　ｍ








